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１．貯金に関する指標
⑴　科目別貯金平均残高 （単位：百万円 ,％）

平成25年度 平成26年度 増　減
流 動 性 貯 金 8,704 （0.83） 9,175 （0.84） 471
定 期 性 貯 金 958,023 （91.02） 1,004,296 （91.83） 46,272
そ の 他 の 貯 金 517 （0.05） 183 （0.02） △ 333

計 967,245 （91.90） 1,013,655 （92.69） 46,410
譲 渡 性 貯 金 85,252 （8.10） 79,962 （7.31） △ 5,289
合 計 1,052,497 （100.00） 1,093,618 （100.00） 41,121

注１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
　２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
　３．（   ）内は構成比です。　

⑵　定期貯金残高 （単位：百万円 ,％）

平成25年度 平成26年度 増　減
定 期 貯 金 972,588 (100.00) 1,024,273 (100.00) 51,685
う ち 固 定 金 利 定 期 972,588 (100.00) 1,024,273 (100.00) 51,685

変 動 金 利 定 期 − （ − ） − （ − ） −

注１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 
　２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
　３． （   ）内は構成比です。

２．貸出金等に関する指標
⑴　科目別貸出金平均残高 （単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 増　減
手 形 貸 付 742 843 101
証 書 貸 付 49,180 50,280 1,099
当 座 貸 越 2,705 2,230 △ 474
金 融 機 関 貸 付 24,375 27,008 2,633
割 引 手 形 − − −
合 計 77,004 80,363 3,359
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⑵　貸出金の金利条件別内訳残高 （単位：百万円 ,％）

平成25年度 平成26年度 増　減
固 定 金 利 貸 出 33,415 (42.2) 38,475 (45.6) 5,059 
変 動 金 利 貸 出 45,714 (57.8) 45,937 (54.4) 222 
合 計 79,130 (100.0) 84,412 (100.0) 5,282 

（注）　（　）内は構成比です。

⑶　貸出金の担保別内訳残高 （単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 増　減
貯 金 等 54 73 18
有 価 証 券 − − −
動 産 − − −
不 動 産 1,295 1,616 321
そ の 他 担 保 物 646 727 81

計 1,997 2,418 421
農業信用基金協会 144 131 △ 13
そ の 他 保 証 1,895 1,612 △ 283

計 2,040 1,744 △ 296
信 用 75,093 80,250 5,157
合 計 79,130 84,412 5,282

⑷　債務保証の担保別内訳残高 （単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 増　減
貯 金 等 0 − △ 0
有 価 証 券 − − −
動 産 − − −
不 動 産 328 313 △ 15
そ の 他 担 保 物 − − −

計 328 313 △ 15
農業信用基金協会 − − −
そ の 他 保 証 141 126 △ 14

計 141 126 △ 14
信 用 1 0 △ 0
合 計 470 440 △ 29
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⑹　貸出金の業種別残高

平成25年度 平成26年度 増　減
製 造 業 4,683 (5.9) 4,911 (5.8) 227
農 業 4 (0.0) 0 (0.0) △ 3
林 業 — (0.0) — (0.0) —
漁 業 — (0.0) — (0.0) —
鉱業・採石業・砂利採取業 — (0.0) — (0.0) —
建 設 業 5 (0.0) 273 (0.3) 268
電 気・ ガ ス・ 熱 供 給・ 水 道 業 7,000 (8.8) 5,000 (5.9) △ 2,000
情 報 通 信 業 2,500 (3.2) 2,500 (3.0) —
運 輸 業 · 郵 便 業 4,106 (5.2) 3,827 (4.5) △ 278
卸 売 業 4,386 (5.5) 4,005 (4.7) △ 381
小 売 業 1,553 (2.0) 1,523 (1.8) △ 29
金 融 業 · 保 険 業 30,348 (38.4) 35,958 (42.6) 5,609
不 動 産 業 3,876 (4.9) 4,708 (5.6) 831
物 品 賃 貸 業 12,011 (15.2) 12,745 (15.1) 734
学術研究、専門・技術サービス業 — (0.0) — (0.0) —
宿 泊 業 436 (0.6) 420 (0.5) △ 16
飲 食 業 — (0.0) — (0.0) —
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 — (0.0) — (0.0) —
教 育 · 学 習 支 援 業 — (0.0) — (0.0) —
医 療 · 福 祉 685 (0.9) 649 (0.8) △ 35
そ の 他 の サ ー ビ ス 97 (0.1) 130 (0.2) 32
地 方 公 共 団 体 6,024 (7.6) 6,536 (7.7) 512
個人（住宅・消費・納税資金等） 1,165 (1.5) 1,220 (1.4) 55
海外円借款、国内店名義現地貸 — (0.0) — (0.0) —
中 央 政 府 — (0.0) — (0.0) —
そ の 他 244 (0.3) — (0.0) △ 244

合 計 79,130 (100.0) 84,412 (100.0) 5,282
（注）（　）内は構成比です。

⑸　貸出金の使途別内訳残高 （単位：百万円 ,％）

平成25年度 平成26年度 増　減
設 備 資 金 5,739 (7.3) 5,605 (6.6) △ 134
運 転 資 金 73,390 (92.7) 78,807 (93.4) 5,416
合 計 79,130 (100.0) 84,412 (100.0) 5,282

（注）　（　）内は構成比です。

（単位：百万円 ,％）



資
料
編

56

⑺　主要な農業関係の貸出金残高
　①営農類型別

　②資金種類別
　　【貸出金】

　　【受託貸付金】

種　　　　　　　類 平成25年度 平成26年度 増　減
穀 作 − − −
野 菜 ・ 園 芸 9 ６ △ 2
果 樹 ・ 樹 園 農 業 − − −
工 芸 作 物 − − −
養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 − − −
養 鶏 ・ 養 卵 − − −
養 蚕 − − −
そ の 他 農 業 2 − △ 2
農 業 関 連 団 体 等 1,386 1,005 △ 381
合 計 1,398 1,011 △ 386

種　　　　　　　類 平成25年度 平成26年度 増　減
プ ロ パ ー 資 金 1,398 1,011 △ 386 
農 業 制 度 資 金 − − − 

農 業 近 代 化 資 金 − − −
そ の 他 制 度 資 金 − − − 

合 計 1,398 1,011 △ 386 

種　　　　　　　類 平成25年度 平成26年度 増　減
日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 2,462 2,293 △ 168 
合 計 2,462 2,293 △ 168 

注１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産
物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

　　　　なお、上記⑹の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。
　２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農

業者等が含まれています。
　３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。　

注１．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うこと

で当会が低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象と
しています。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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⑻　リスク管理債権の状況 （単位：百万円）

区　　　分 残　高
A

担保・保証額
B

担保・保証のない部分
C

貸倒引当金
D

保　全　率
（B + D）／A

引　当　率
D／C

破綻先債権額
平成25年度 0 — 0 0 100.00% 100.00%
平成26年度 — — — — — —

延滞債権額
平成25年度 372 279 93 93 100.00% 100.00%
平成26年度 122 34 88 88 100.00% 100.00%

３ヵ月以上延滞債権額
平成25年度 — — — — — —
平成26年度 — — — — — —

貸出条件緩和債権額
平成25年度 — — — — — —
平成26年度 — — — — — —

合　　　計
平成25年度 372 279 93 93 100.00% 100.00%
平成26年度 122 34 88 88 100.00% 100.00%

注１．破綻先債権									       
　　　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第１項
第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じているものです。

　２．延滞債権									       
　　　未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の

ものです。
　３．3 ヵ月以上延滞債権
　　　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。	
　４．貸出条件緩和債権
　　　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものです。

⑼　金融再生法開示債権区分に基づく保全状況
（単位：百万円）

区　　　分 残　高
A

担保・保証額
B

担保・保証のない部分
C

貸倒引当金
D

保　全　率
（B + D）／A

引　当　率
D／C

破産更生債権および
これらに準ずる債権

平成25年度 0 — 0 0 100.00% 100.00%
平成26年度 0 — 0 0 100.00% 100.00%

危険債権
平成25年度 372 279 93 93 100.00% 100.00%
平成26年度 147 38 108 108 100.00% 100.00%

要管理債権
平成25年度 — — — — — —
平成26年度 — — — — — —

小計
平成25年度 373 279 93 93 100.00% 100.00%
平成26年度 147 38 108 108 100.00% 100.00%

正常債権
平成25年度 79,302
平成26年度 84,772

合　　　計
平成25年度 79,675
平成26年度 84,919

（注）　本表記載の資産査定額は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第６条に基づき、貸借対照表の貸出
金及びその他資産中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定について、債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のとおりに
区分するものです。なお、当会は同法の対象とはなっていませんが、参考として同法の定める基準に従い債権額を掲載しております。

①　破産更生債権及びこれらに準ずる債権
	 　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立等の事由により経営破綻に陥っている債務者に

対する債権及びこれらに準ずる債権です。
②　危険債権
　　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取

りができない可能性の高い債権です。
③　要管理債権
	 　要管理債権とは、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権です。
④　正常債権
　　正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記①から③に掲げる債権以外のものに区分される債権です。
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⑽　元本補填契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況
　　該当する取引はありません。

⑾　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

区　分
平成25年度 平成26年度

期首
残高

期中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 274 274 − 274 274 274 292 − 274 292

個別貸倒引当金 118 93 21 96 93 93 108 0 93 108

合　計 393 368 21 371 368 368 400 0 367 400

⑿　貸出金償却の額 （単位：百万円）

平成25年度 平成26年度
貸 出 金 償 却 21 0

３．有価証券に関する指標
⑴　種類別有価証券平均残高 （単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 増　　　減
国 債 79,197 109,064 29,867
地 方 債 2,293 2,234 △ 58
政 府 保 証 債 − − −
金 融 債 78,775 61,447 △ 17,328
短 期 社 債 − − −
社 債 54,408 54,746 337
外 国 証 券 18,572 19,593 1,021
株 式 2,916 2,722 △ 193
受 益 証 券 1,427 2,175 748
合 計 237,590 251,986 14,395

⑵　商品有価証券種類別平均残高
　　該当する取引はありません。
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１年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 １０年超 期間の定めの

ないもの 合計

国 債 − − 21,102 44,371 42,508 18,101 − 126,084
地 方 債 384 588 570 269 357 − − 2,171
政府保証債 − − − − − − − −
金 融 債 16,213 28,136 5,225 − − − − 49,575
短 期 社 債 − − − − − − − −
社 債 7,925 22,939 10,690 4,433 3,089 3,974 − 53,053
外 国 証 券 − − 18,291 − 1,114 − − 19,405
株 式 − − − − − − 4,729 4,729
受 益 証 券 − − 970 − − − 2,497 3,467
合 計 24,524 51,664 56,850 49,075 47,069 22,076 7,226 258,487

１年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 １０年超 期間の定めの

ないもの 合計

国 債 − 6,341 30,639 44,592 30,729 − − 112,303
地 方 債 284 633 639 299 371 − − 2,230
政府保証債 − − − − − − − −
金 融 債 22,041 32,487 17,972 − − − − 72,500
短 期 社 債 − − − − − − − −
社 債 4,338 14,890 23,402 11,729 3,249 102 − 57,713
外 国 証 券 999 − 11,458 7,000 − − − 19,457
株 式 − − − − − − 3,919 3,919
受 益 証 券 − − 99 − − − 1,859 1,959
合 計 27,664 54,353 84,212 63,622 34,350 102 5,779 270,085

⑶　有価証券残存期間別残高
【平成25年度】 （単位：百万円）

【平成26年度】

（注）　残高は期末貸借対照表計上額を適用しております。

（単位：百万円）
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⑵　金銭の信託の時価情報 （単位：百万円）

保有区分
平成25年度 平成26年度

取得価額 時　価 評価損益 取得価額 時　価 評価損益
運 用 目 的 2,441 2,446 4 2,500 2,499 △ 0
満 期 保 有 目 的 60,000 62,283 2,283 58,750 61,006 2,256
そ の 他 2,000 1,999 △ 0 2,000 1,981 △ 18
合 計 64,441 66,729 2,288 63,250 65,487 2,237

注１．本表記載の時価は期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。
　２．取得価額は取得原価又は償却原価によっています。
　３．運用目的の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益は当期の損益に含めています。
　４．満期保有目的の金銭の信託については取得価額を貸借対照表価額としています。
　５．その他目的の金銭の信託については時価を貸借対照表価額としています。

⑶　デリバティブ取引等
　　（デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引）
　　該当する取引はありません。

４．有価証券の時価情報等
⑴　有価証券の時価情報 （単位：百万円）

保有区分
平成25年度 平成26年度

取得価額 時　価 評価損益 取得価額 時　価 評価損益
売 買 目 的 − − − − − −
満期保有目的 49,558 50,303 744 39,073 39,502 429
そ の 他 215,619 220,526 4,907 213,181 219,414 6,232
合 計 265,177 270,830 5,652 252,255 258,916 6,661

注１．本表記載の有価証券の時価は期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。
　２．取得価額は取得原価又は償却原価によっています。
　３．満期保有目的の債券については取得価額を貸借対照表価額としています。
　４．その他有価証券については時価を貸借対照表価額としています。
　５．減損処理については25年度・26年度とも行っていません。




